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1．会議の目的と検討経緯
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会議の目的

全国的に人口減少や少子高齢化が進み、地域経済活動の縮小が懸念される中、
交流人口を拡大させ、地域経済に大きく貢献する観光振興の重要性がより一層高
まっています。また、日々変化する観光ニーズへの対応や国内外を問わず観光地
間の競争が激化する中、観光地としての魅力を高めていくことが必要となってい
ます。

そのような中、本町においても『富士河口湖町観光立町推進条例』に掲げる観
光立町を実現するべく、各種施策を講じてきています。しかしながら、様々な社
会状況が変化する中においては、さらなる観光施策の充実が求められており、受
入環境の整備や観光事業の強化など、多様化するニーズや価値観への対応が重要
な課題となっています。

富士河口湖町では、健全な財政運営を推進するため、町税等の徴収率向上やふ
るさと納税制度の活用などにより、安定的な財源確保に努めてきました。

しかしながら、人口や税収の減少などの要因から将来的に自主財源の減少が予
測されています。富士河口湖町が魅力あふれる観光地として発展していくために
は、観光振興や観光まちづくりなど観光業の活性化に取り組んでいく必要があり、
そのためには新たな観光財源の確保が必要となることから、本検討委員会にて検
討を進めてまいります。

4



これまでの検討経緯（主なもの）

2019年3月 新たな観光財源（宿泊税）の検討を明記した「第2次観光立町推進
基本計画（前期計画）」を策定

2024年3月 前期計画を引継ぎ、新たな観光財源（宿泊税）の検討を明記した
「第2次観光立町推進基本計画（後期計画）」を策定

2024年5月 町長会見で宿泊税の導入時期（2026年度内）について言及、
町役場内に宿泊税の導入を検討する作業部会を設置

2025年2月 町長会見で宿泊税の導入時期（2027年4月）について再度言及

2025年4月 富士河口湖町役場観光課に、宿泊税導入検討を担当する「観光戦略
係」を設置

2025年6月 観光事業者向け宿泊税セミナーを開催
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2．富士河口湖町の観光を取り巻く環境
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①国の観光の動向
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国内旅行者数と消費額の推移

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/shohidoko.html 
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• 日本国内における日本人旅行者数は近年は横ばいから減少傾向。
• コロナ禍を経て2022年以降は回復傾向にはあるが、コロナ禍前の水準には至っていない。
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訪日外客数と訪日外客消費額の推移
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出典：「観光白書」（国土交通省）、「インバウンド消費動向調査」（観光庁）、訪日外客統計（日本政府観光局（JNTO））資料を元に作成
注１：2017 年までは空港を利用する旅客を中心に調査を行っていたが、短期滞在の傾向があるクルーズ客の急増を踏まえ、2018 年からクルーズ客を対象とした調査も行い、調

査結果に反映したため、2018 年以降と 2017 年以前の数値との比較には留意が必要。
注２：新型コロナウイルス感染症の影響により、2020 年においては４－６月期、７－９月期、10－12 月期の調査を中止し、１－３月期の調査結果を用いて、2020 年年間値を試

算した。また 2021 年については、１－３月期、４－６月期、７－９月期の調査を中止し、10－12 月期の調査結果等を用いて、2021 年年間値を試算した。そのため、2019 年
以前の数値との比較には留意が必要。

注３：新型コロナウイルス感染症の影響により、2022 年は１－３月期、４－６月期、７－９月期を試算値として公表。そのため、年間の値についても試算値であることに留
意が必要

試算値

（万人） （兆円）

（年）

• 訪日外国人観光客数は2011年以降急増しており、2019年には約3,200万人に到達。コロナ禍後も急回復
を見せ、2024年にはコロナ禍前を上回る約3,700万人が来訪。
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国における観光政策

引用：「参考：観光立国推進基本計画（第４次）概要」（観光庁）
https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/810001006.pdf

• 日本政府は、コロナ禍を経て持続可能な観光立国の復活を目指し、「観光立国推進基本計画（第4次）」
を策定。
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国における観光政策

引用：「観光立国推進閣僚会議 第19回会議資料」（国土交通省, 2023年）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kankorikkoku/dai19/siryou.pdf
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国における観光関連予算等

• 国における観光予算（財源）として2018年以降国際観光旅客税が施行されている。これにより観光庁予算
は従前より増加している。

国際観光旅客税の推移

出典：「租税及び印紙収入決算額調一覧」（財務省）
https://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/account/data.htm

（億円）

観光庁予算額の推移

出典：「観光庁予算」（観光庁）https://www.mlit.go.jp/kankocho/yosan_zeisei/yosan/index.htmlを元に作成
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②富士河口湖町の状況
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人口・世帯の変化に伴う財政懸念

• 当町の総人口は2015年を除き増加してきたが、長期的には減少傾向にあり、生産年齢人口も2010年以降
は減少傾向にある。

• 一方で高齢化率は増加傾向にある。

出典：国勢調査および富士河口湖町人口ビジョンより作成
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人口・世帯の変化に伴う財政懸念

• 地方税の税収は2025年をピークに減少傾向に転じることが見込まれる。
• 一方で、社会保障関係費は高止まりの傾向にある。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H18年 H22年 H27年 R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年 R47年 R52年

2006年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

千

税収減社会保障費（推計値）

地方税(千円) 社会保障関係費(千円)

出典：町決算資料等より作成
地方税の推計値は富士河口湖町人口ビジョンで推計した生産人口比を乗じて算出
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産業別就業者数

• 産業別就業者数では、「宿泊業・飲食サービス業」が製造業に次いで2番目に多い。
• 特に女性の就業者数は全産業の中で最も多い。
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税収の状況

• 2025（令和7）年度の一般会計歳入予算147億5,300万円のうち、地方税（町税）は48億3,600万円で約
32.8％、地方交付税交付金は31億円で約21.0％を占める。

• 地方税（町税）の内訳では、固定資産税が24億554万円で約49.7％、次いで町民税が19億4332万円で約
40.2%と続いている。
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歳出の状況

• 2025（令和7）年度の目的別歳出予算147億5,300万円のうち、観光振興関連予算を含む商工費は5億
6,696万円、歳出予算に占める割合は約3.8％となっている。

出典：富士河口湖町令和7年度当初予算の概要

7.6%

27.9%

12.4%18.3%

12.3%

10.9%

4.6%

3.8%

0.9% 1.1%

1,128,603 

4,118,204 

1,833,456 2,702,060 

1,811,430 

1,605,451 

681,792 
566,963 

143,687 161,354 

民生費

公債費

土木費

総務費

教育費

衛生費

消防費

商工費

その他 農林水産業

3.9%

22.3%

17.9%

20.2%

12.4%

7.1%

10.3%

5.8%

575,326 

3,295,055 

2,645,123 

2,985,436 

1,833,456 

1,049,071 

1,513,751 

855,782 

物件費

普通建設事業費

人件費

補助費等

公債費

繰出金

扶助費

その他

目的別歳出予算構図 性質別予算構図単位：千円 単位：千円

18



観光振興関連事業の予算状況

• 拠点・施設整備、プロモーション、各種団体支援、広域観光推進等にかかる主要な観光事業費は
約9,837万円で、統計整備やイベント開催等に関する主要な観光振興支援費は約3,104万円と
なっている。

出典：富士河口湖町令和7年度当初予算資料より

単位：千円
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入湯税の使途の状況

• 入湯税は目的税の１つであり、地方税法701条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消
防施設その他消防活動に必要な施設の整備、観光振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てら
れる。

• うち、2023（令和5）年度決算における入湯税の観光振興関連事業（観光施設整備、イベント開催、プロ
モーション、観光団体への支援等）への充当額は約8,580万円となっている。

出典：富士河口湖町資料より
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富士河口湖町における観光入込客数の推移

• 2011年には270万人だった観光入込客数は、コロナ禍前の2018年、2019年は550万人と約2倍に増加し
た。

• コロナ禍後は回復傾向にあり、2024年はコロナ禍前の水準程度に回復する見込みである。
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富士河口湖町における宿泊者数の推移

出典：富士河口湖町第2次観光立町推進基本計画後期計画
観光庁 宿泊旅行統計調査
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日本人 外国人 全体

• 2018年には年間約103万人前後であった宿泊者数は、コロナ禍の2020年には約46万人まで落ち込んだ。
その後回復を見せ、2024年には約119万人とコロナ前を上回る状況となっている。

• 特に外国人宿泊者数については2019年に約46万人であったものがコロナ禍の2021年には0.4万人まで落
ち込んだが、2024年には約59万人となっている。

※いずれもウェイトバック前の数値。
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日本人観光客の属性・旅行形態（夏季）

23
出典：富士河口湖観光実態調査（2024夏季調査）

【性別】 【年代】 【同行者】 【同行者人数】

【居住地】 【訪問回数】 【滞在期間】

• 年代としては50代が最も多く、次いで20代、40代と続いている。
• 夫婦での来訪が最も多く、友人、家族がそれに続く。
• 東京や神奈川といった首都圏からの来訪の他、中部地方からの来訪も多い。
• 来訪回数4回以上が半数以上を占める。
• 宿泊者は1泊が最も多い。

n=117 n=117 n=117 n=117

n=117 n=117 n=117 n=54



日本人観光客の属性・旅行形態（秋季）

24
出典：富士河口湖観光実態調査（2024秋季調査）

【性別】 【年代】 【同行者】 【同行者人数】

【居住地】 【訪問回数】 【滞在期間】

• 年代としては20代が最も多く、次いで50代、40代と続いている。
• 家族での来訪が最も多く、夫婦、友人がそれに続く。
• 東京や神奈川といった首都圏からの来訪の他、中部地方や近畿地方からの来訪も多い。
• 初めての来訪が最も多い。
• 宿泊者は1泊が最も多いが、夏季と比較すると2泊以上の割合が高くなる。

n=105 n=105 n=105 n=105

n=105 n=105 n=105 n=66



外国人宿泊者数の現状

• 外国人宿泊者数はコロナ禍前の2019年で約69万人であった。コロナ禍を経て、2024年には76万人と、回
復を見せている。

• 2024年の外国人宿泊者の国籍別割合は、台湾（21%）、中国（17%）、香港（13％）、タイ（11％）、
米国（6％）、シンガポール（6％）の順に多い。
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出典：富士河口湖町観光統計 出典：観光庁宿泊旅行統計
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外国人観光客の属性・旅行形態（夏季）

26

【性別】 【年代】 【同行者】 【同行者人数】

【訪問回数】 【滞在期間】

n=184 n=184 n=184 n=184

n=184 n=184 n=106

出典：富士河口湖観光実態調査（2024夏季調査）

• 年代としては20代が最も多く、次いで30代、40代と続いている。
• 家族での来訪が最も多く、友人、カップルがそれに続く。
• 初めての来訪が最も多い。
• 宿泊者は1泊が最も多い。



外国人観光客の属性・旅行形態（秋季）

27

【性別】 【年代】 【同行者】 【同行者人数】

【訪問回数】 【滞在期間】

n=85 n=85 n=85 n=85

n=85 n=85 n=67

出典：富士河口湖観光実態調査（2024秋季調査）

• 年代としては30代が最も多く、次いで20代、50代と続いている。
• 友人との来訪が最も多く、夫婦、カップルがそれに続く。
• 初めての来訪が最も多いが、夏季と比較すると2回目以降の比率は高い。
• 夏季と比較すると宿泊客の割合が高くなる。



種別ごと宿泊施設数の推移

• 近年の宿泊施設種別ごとの施設数の推移を見ると、ホテル・旅館は横ばいであるが、簡易宿所が2015年か
ら1.7倍に増加している。

※ホテル・・・１０室以上の洋式客室を主体とする宿泊施設。
※旅館・・・５部屋以上の和式客室を主体とする宿泊施設。
※簡易宿所・・・客室を多人数で共用する宿泊施設。カプセルホテルや民宿、ペンション、

キャンプ場のバンガローなどが該当。

出典：山梨県公表データより
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3．観光振興財源/宿泊税とは

29



日本で利用できる観光振興のための公的財源の種類

分担金

負担金

法定外税

入湯税

協力金
寄付金

ふるさと
納税

受益者負担の
原則が弱い

受益者負担の
原則が強い

徴収に強制力がある

任意に集める
30
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宿泊税 導入済み12地域、導入予定（※）12地域

2025年4月現在

32

大阪府(2017年1月)
定額:宿泊料金1人1泊
7,000円未満 [課税なし]
7,000円以上～
15,000円未満 [100円]
15,000円以上～
20,000円未満 [200円]
20,000円以上 [300円]

※2025年9月より
5,000円以上～
15,000円未満 [200円]
15,000円以上～
20,000円未満 [400円]
20,000円以上 [500円]

長崎市(2023年4月)
定額:宿泊料金1人1泊
10,000円未満 [100円]
10,000円以上～
20,000円未満 [200円]
20,000円以上 [500円]

北九州市(2020年4月)
定額:1人1泊
合計[200円]
-市[150円]＋県[50円]

福岡市(2020年4月)
定額:宿泊料金1人1泊
20,000円未満
合計[200円]
-市[150円]＋県[50円]
20,000円以上
合計[500円]
-市[450円]＋県[50円]

福岡県(2020年4月)
定額:1人1泊
[200円]
※福岡市、北九州市以外

釧路市(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

北見市(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

網走市(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

宮城県(2025年秋以降予定)
定額:宿泊料金1人1泊
全県 [300円]
仙台市内 [100円]

仙台市(2025年11月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

高山市(2025年10月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
10,000円未満 [100円]
10,000円以上～
30,000円未満 [200円]
30,000円以上 [300円] 下呂市(2025年10月予定)

定額:宿泊料金1人1泊
5,000円未満 [100円]
5,000円以上 [200円]

松江市(2025年12月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

札幌市(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
50,000円未満 [200円]
50,000円以上 [500円]

熱海市(2025年4月)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

東京都(2002年10月)
定額:宿泊料金1人1泊
10,000円未満 [課税なし]
10,000円以上～
15,000円未満 [100円]
15,000円以上 [200円]

京都市(2018年10月)
定額:宿泊料金1人1泊
20,000円未満 [200円]
20,000円以上～
50,000円未満 [500円]
50,000円以上 [1,000円]

ニセコ町(2024年11月)
定額:宿泊料金1人1泊
5,001円未満 [100円]
5,001円以上～
20,000円未満 [200円]
20,000円以上～
50,000円未満 [500円]
50,000円以上～
100,000円未満 [1,000円]
100,000円以上 [2,000円]

常滑市(2025年1月)
定額:宿泊料金1人1泊

一律 [200円]

広島県(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

倶知安町(2019年11月)

定率:宿泊料金(1人ごと,1部屋
ごと,1棟ごと)の2％
※2026年度より3％とし、うち、
道税分を道に納付

小樽市(2026年4月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
[200円]

金沢市(2019年4月)
定額:宿泊料金1人1泊
20,000円未満 [200円]
20,000円以上 [500円]

赤井川村(2025年11月予定)
定額:宿泊料金1人1泊
20,000円未満 [200円]
20,000円以上 [500円]

※条例制定、総務省同意済み

作図：（公財）日本交通公社



宿泊税の導入にあたっての条件

1. 条例の作成
地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収につ
いて定をするには、当該地方団体の条例によらなければならない（地方税法3条
1項）。

2. 総務大臣の同意
• 次のいずれかが該当すると認める場合を除き、総務大臣はこれに同意しなけれ

ばならない（地方税法261、671、733条）
① 国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重

となること
② 地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること
③ 1及び2のほか、国の経済施策に照らして適当でないこと

出典：総務省ホームページ
（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/149767_24.html）
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検討事項①定額or定率

• 宿泊税の徴収方法として、一般的に「定額制」と「定率制」がある

• 定額制
• 基本的には、宿泊客1人に対し『200円』等といった定額で税額が設定

されるため、宿泊人数を増やすことで税収が増えていく。

• 定率制
• 例えば「宿泊料金の2％（宿泊料金2万円であれば『400円』）」と

いったように、宿泊料金に準じて税額が設定されるため、宿泊単価を
上げれば税収が増えていく。宿泊費に比例して上がる定率は、「観光
は量から質へ」という考え方と親和性が高い

※日本で先行している自治体のほとんどは定額制であり、唯一、北海道
倶知安町のみ、2％の定率制となっている。

34



検討事項②税率

• 「総務大臣の同意」の要件の1つ「著しく過重な負担となって
ないか」

• （つまり、納税者がそれを税金として負担を感じないか）

• 宿泊費1万円に対して、定額の場合は「200円」、定率の場合
は「2％」が、現在の標準

100円

150円

50円

200円

京都市
金沢市
長崎市

福岡市
北九州市

福岡県

福岡県
（市町村

分）

福岡県
（県政
分） 東京都

大阪府

倶知安町

▼宿泊費１万円／人の時の税収額
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検討事項③課税免除・免税点

• 一定の条件なら課税しないのが「課税免除」、一定金額に満たなければ課
税しないのが「免税点」。

• どちらも租税の原則の1つである「公平性」と対立するが、地方自治体に
はある程度の裁量権があり、一定の必要性があれば実施可能。

課税免除の例

京都市：修学旅行生には非課税

免税点の例

東京都：1万円未満の宿泊費には非課税

※租税には余裕のある人に重い負担をしてもらう「垂直的公平」という考え
方があり、この観点から、公平性を害しないと判断されている。
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倶知安町宿泊税の使途の内容（2024年度予算額）

施策 個別施策 主な事業内容
事業費

事業費 うち宿泊税

リゾート地とし
ての質の向上

ニセコ・羊蹄山の
環境保全

〇ニセコアンヌプリ地区なだれ事故防止対策協議会負担金
（なだれ・山岳事故防止対策事業）

4,066 3,700

安心・安全なリ
ゾートの形成

〇ニセコひらふ安全センター事業（臨時交番の運営） 2,234 2,000

リゾートタウン
としての魅力の
向上

“観光インフラ”の
整備

〇地域ＤＭＯ支援事業
・人件費 （地域DMO事務担当者人件費）
・事務費 （事務経費、計画管理経費）
・案内費（案内所運営等）
・DMO実施事業（着地型連携事業、サスティナブル事業、サマーコンテンツ事

業、MICE事業、戦略的広報プロモーション事業、エデュケーション事業、維持管
理業務、夏季二次交通広域化エンターテイメントおよび夏のナイト号運行事業、
冬季二次交通事業、観光DX事業）

196,179
(219,378)

159,802

〇ニセコエリア観光客受入体制整備事業
8,369

(15,900)
7,700

〇観光パンフレット作成事業 929 800
〇ひらふ坂案内マップ更新 100 100
〇ひらふスキー場第1駐車場安全管理事業 10,681 9,800
〇ひらふ地域防犯カメラ等設置補助金 550 500
〇ニセコHANAZONOリゾート連絡交通補助金 15,240 14,000
〇ひらふ地区ロードヒーティング事業 25,418 25,418
〇路線バスキャッシュレス決済機導入事業 7,085 6,500

持続可能な観光地
づくり

〇町民向けタクシー確保事業 8,190 3,800
〇タクシー不足解決に向けたニセコモデル実証事業 7,844 7,200
〇ニセコひらふリアマネジメント交付金 5,770 5,300

税の啓発徴収に係る経費等
〇宿泊税徴収事務事業 880 880
〇宿泊税特別徴収義務者徴収奨励金 12,500 12,500

合計 306,035 260,000

※カッコ内の金額は各組織における自主財源等を合算した実際の事業費

単位：千円
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金沢市：宿泊税を活用する主な事業
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京都市：宿泊税の使途の内容（2025年度予算額）
単位：百万円

項目 内容
事業費

（うち宿泊税）

多様で奥深い魅力を
活かした「観光」の
推進

⑴ 観光を通じた京都
の魅力の継承・発展

・京都の多様な魅力の向上、情報発信の更なる強化、多様なエリアにおける
魅力発信事業 など

・修学旅行誘致の強化
・ＭＩ Ｃ Ｅ 誘致の強化
・観光客向け案内整備
・観光事業者の経営強化・魅力発信
・旅館をはじめとする宿泊施設の経営強化・魅力発信支援事業 など

10.7億円
（8.3億円）

⑵ 文化の力を活かし
た価値創造

・文化財の保全・継承に向けた取組
・伝統文化の担い手育成・魅力発信
・文化振興による多様で奥深い魅力創出
・子どもたちが文化芸術に触れる機会の創出 など

63.3億円
（5.3億円）

⑶ 品格ある景観創造 ・京町家の保全及び継承に関する取組
・歴史的景観・自然景観の保全に向けた取組等

15.1億円
（4.0億円）

市民生活と観光の調
和・両立の更なる推
進

⑷ 観光課題対策の着
実な実施

・安心安全な受入環境整備、観光地等における散乱ごみ対策 など
・移動利便性の向上・観光地等交通対策、市バスのリアルタイム運行情報
（ 車内混雑度や走行位置等） の発信 など

・観光に対する市民の共感醸成、京都観光モラルの普及・促進

192.1億円
（9.3億円）

⑸ 市民・観光客双方
の利便性向上や安心
安全につながる都市
基盤整備

・災害時等における市民・観光客等の安全対策、道路・橋りょう・河川等に
おける防災対策事業、帰宅困難者対策 など

・交通施設等社会インフラの機能強化、街路整備、地下鉄烏丸線可動式ホー
ム柵の全駅設置 など

・公共土木施設の維持管理など、舗装道補修 など

976.1億円
（26.0億円）

宿泊税課税・徴収経費 キャッシュレス支払への対応や、税額引上げに伴う事業者の対応を支援する
ため、特別徴収事務補助金の補助率を3％( 令和7 年度交付分から5 年間は3. 
5%) に引上げ

6.2億円
（6.2億円）

1,263億円
（59.1億円） 39



福岡市：宿泊税の使途の内容（2025年度予算）
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福岡市：宿泊税の使途の内容（2025年度予算）
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長崎市：宿泊税を活用する主な事業
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（参考）富士河口湖町における宿泊税税収の試算

• 2024年の延べ宿泊者数（ウェイトバック後）や宿泊単価等をベースに、「定額制」「定率制」「段階的定
額制」のそれぞれにおいて、仮想的に条件を設定して算出される税収の試算額は下記の通り。

※あくまで試算であり、今後検討される税額や税率等の設定条件によって変動する。また現時点では課税免
税や免税点を考慮していない。

【定額】
税額 延べ宿泊者数 推定税収（千円）
200 × 3,035,218 ＝ 607,044

【定率】
税率 宿泊単価 延べ宿泊者数 推定税収（千円）
2.0% × 14,956 × 3,035,218 ＝ 907,894

【段階制定額】
税額（10,000円未満） 延べ宿泊者数 推定税収（千円）
100 × 423,557 ＝ 42,356

税額（10,001-20,000円） 延べ宿泊者数 推定税収（千円）
200 × 651,576 ＝ 130,315

税額（20,001円以上） 延べ宿泊者数 推定税収（千円） 推定税収（千円）
500 × 1,960,084 ＝ 980,042 1,152,713

出典：観光庁宿泊旅行統計及び町統計資料より作成
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延べ宿泊者数 宿泊単価
2024 3,035,218 14,956

宿泊者数 割合
5,000円未満 758 0.4%
5,001-10,000円未満 26,753 13.6%
10,001-20,000円 42,321 21.5%
20,001円以上 127,310 64.6%



（参考）富士河口湖町において想定される宿泊税の使途

• 現時点で想定される、宿泊税を利用した新規事業（案）は下記の通り。

※あくまで議論のたたき台として提示するものであり、本検討委員会での議論や、今後の検討内容を加味し
て変更される。
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◇宿泊税を利用した新規事業（案）
　・新たな誘客イベントの開催・既存イベントの質向上

　・事業者の高付加価値化支援
　　（デジタル化やバリアフリー化支援、多言語化・多様化に対する支援、ユニバーサルデザインの導入、観光従事者確保支援）
　　　
　・観光関連施設(観光インフラ)の整備
　・混雑（オーバーツーリズム）対策
　・二次交通の充実や新たな移動手段の検討・構築
　・宿泊事業者支援（報奨金）
　・観光資源に対する環境保全事業
　・受入環境整備（観光HPの機能強化、観光パンフ（マップ）、デジタルを活用した交通機関や観光施設のリアルタイム情報）
　　
　・観光案内デジタル化、観光Maas等
　・市場調査・分析
　・国内・国外へ向けた観光客誘致、プロモーション
　・観光防災対策（富士山噴火、南海トラフ対策：安全マップや避難について（外国語対応）、
                                              ホテルへの備蓄食料提供や町避難所の受入設備等の充実）
　　
　・課税コスト（システム保守改修、広報経費、手数料）
　・宿泊税周知ポスター、チラシ、充当事業説明資料
　・基金積立て



4．検討スケジュール
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本検討の開催スケジュール（予定）

回 時期 議論内容

第1回
2025年7月
（本日）

・会議の目的と進め方の確認
・これまでの検討経緯
・富士河口湖町の現状（人口動態、予算、宿泊者数、観光振興の
取り組み経緯 など）

第2回 9月

・前回議論の振り返り
・宿泊事業者アンケート結果について
・宿泊税の使途について
・宿泊税の導入についての協議
・宿泊税の制度設計について①（使途、課税客体・納税義務者、
徴収方法、税率、課税免除／免税点等）

第3回 10～11月

・前回議論の振り返り
・宿泊税の制度設計について②（使途、課税客体・納税義務者、
徴収方法、税率、課税免除／免税点等）

・宿泊税制度の骨子案（答申内容のたたき台）の確認

第4回 2026年1月
・前回議論の振り返り
・検討委員会としての答申（提言）内容について

• 2か月に１度程度、合計4回の開催を想定。
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全体の検討スケジュール（予定）
時期 内容

2025年7月

8月

9月

10月

11月

12月

2026年1月

2月

3月

（2026年度以降に想定される主な流れ）
・総務省との協議（通常3ヶ月程度）
・宿泊事業者向け税制度に関する周知（説明会、チラシ作成など）
・特別徴収義務者登録募集 47

第1回検討委員会

第2回検討委員会

第3回検討委員会

宿泊事業者アンケート

第4回検討委員会

有識者意見聴取

（条例案上程（3月議会））

（条例案可決（3月議会））

宿泊事業者ヒアリング

（パブリックコメント）


